高齢者・障害者虐待防止対応事務に関する委託契約書
（包括５回契約用）
委託者・　　　　　（以下「甲」という）と共同受託者・福岡県弁護士会（以下「乙」という）及び共同受託者・公益社団法人福岡県社会福祉士会（以下「丙」という）（なお、乙と丙をまとめて「乙丙」という）とは、甲が行う高齢者・障害者虐待に関する福祉行政サービスの提供及び「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下「高齢者虐待防止法」という）及び「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下「障害者虐待防止法」という）に基づく行為に関して、乙と丙がその登録会員（弁護士・社会福祉士）をもって共同して編成する「福岡高齢者・障害者虐待対応チーム」による情報提供及び助言等を受け、または対応チームの登録者（弁護士・社会福祉士）の派遣を受けることについて、次の通り契約を締結する。
第１条（契約の基本内容）
　甲は、乙丙に対し、甲が行う高齢者・障害者虐待に関する福祉行政サービスの提供及び高齢者虐待防止法及び障害者虐待防止法に基づく行為に関し、乙と丙がその登録会員（弁護士・社会福祉士）をもって共同して編成する「福岡高齢者・障害者虐待対応チーム」（以下「対応チーム」という）による情報提供及び助言等を受け、または対応チームの登録者（弁護士・社会福祉士。以下「チーム登録者」という）の派遣を受けることを委託し（以下「本件委託事務」という）、乙と丙はこれを共同して受託する。
第２条（委託事務の内容）　
１　本契約において、乙丙が受託した本件委託事務の具体的内容は次のとおりとする。
　（１）高齢者・障害者虐待に関する相談の対応
　（２）高齢者・障害者虐待に関する助言
　（３）甲が実施するケース会議、事例検討会へのチーム登録者の出席及び助言
　（４）甲が実施する研修会や講義等への講師の派遣
２　本契約で甲が本件委託事務を要請できる回数（以下、「支援回数」という）は５回である。
３　本件委託事務に要する各支援回数は、次のとおりとする。
①養護者(高齢者虐待防止法２条２項、障害者虐待防止法２条３項参照)による高齢者・障害者虐待またはこれに関連する個別案件につき、ⅰ）チーム登録者が行う電話相談、ⅱ）甲の担当者が乙・丙のチーム登録者の事務所に出向いて行う来所相談、ⅲ）チーム登録者が、市町村の関係庁舎などチーム登録者の事務所以外の場所へ出かけて行う出張相談またはⅳ）ケース会議等への出席は、１回あたり支援回数１回
　但し、終了案件の事例検証を個別案件について行うケース会議等への出席は1回あたり支援回数２回とする。
②養護者以外の者（養介護施設従事者等(高齢者虐待防止法２条２項参照)、障害者福祉施設従事者等(障害者虐待防止法２条４項参照)及び使用者(同法２条５項参照)を指す）による高齢者・障害者虐待またはこれに関連する個別案件につき、ⅰ）チーム登録者が行う電話相談、ⅱ）甲の担当者が乙・丙のチーム登録者の事務所に出向いて行う来所相談、ⅲ）チーム登録者が、市町村の関係庁舎などチーム登録者の事務所以外の場所へ出かけて行う出張相談またはⅳ）ケース会議等への出席は、１回あたり支援回数２回。終了案件の事例検証を個別案件について行うケース会議等への出席も1回あたり支援回数２回とする。
③支援要請後の上記①または②の個別案件対応における電話相談は、別途の支援回数を要しない。

④甲が実施する研修会（複数の終了案件の事例検証を含む）や講義等への講師の派遣は、講師１人・９０分あたり支援回数２回
第３条（事務の実施方法）
　本件委託事務の実施方法は、乙丙が別途定める別紙「高齢者・障害者虐待防止対応事務に関する実施要領」に従うものとする。
第４条（委託料その他）
　１　本契約に基づく委託料及びその他の費用の額及び支払い方法は、別途定める別紙「高齢者・障害者虐待防止対応事務に関する費用一覧表」に基づき、甲と乙丙間で別途協議して定める。
　２　甲は、乙丙の本件委託事務の実施に要する交通費その他の実費を、別途定める「交通費等の支給に関する覚書」に基づき、前項の委託料とは別に当該チーム登録者に対し支払うものとする。
３  乙丙が甲の依頼に基づき第２条の「本件委託事務」の範囲を超えて法律事務またはその他の事務処理をするときは、甲は乙丙に対し前項に定める委託料等のほかに、甲と乙丙で協議し、決定した委託料その他の費用を支払うものとする。

第５条（契約期間）
本契約の期間は、　　 　年 　月 　日から　　 　年 　月 　日までの１年間とする。
但し、契約期間中であっても甲または乙丙のいずれかにやむを得ない事情が生じたときは、協議の上、将来に向って契約を消滅せしめ、またはその一部を変更することができる。
第６条（守秘義務）
乙及び丙は、業務上知り得た秘密は、善良なる管理者の注意を持ってこれを管理するものとし、これを他に漏洩してはならない。
第７条（個人情報の保護）
乙及び丙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別途定める別紙「高齢者・障害者虐待防止対応事務に関する個人情報取扱要領」を守らなければならない。
第８条（個別案件対応における録音）
　１　乙及び丙は、対応チームによる個別案件における助言内容を保全するための録音の実施・保管等については、別途定める「ケース会議その他の個別案件対応における録音に関する実施マニュアル」に従って実施する。
　２　甲は、前項に定める乙及び丙による録音の実施に協力する。
第９条（共同受託者の責任）
乙及び丙は、共同受託者としての地位を認識し、お互い適切に情報を管理共有し、協力し合って誠実かつ迅速に対応チームにおいて本契約の事務処理を実行するものとする。
第１０条（疑義などの決定）
　本契約に定めのない事項は甲と乙丙の協議の上、その都度これを定めるものとする。
　　甲、乙、丙は、この契約の締結を証し円滑な履行をはかるため、本書３通を作成し、各自記名押印の上、各１通を保有する。
　　年　　月　　日
委託者（甲）　　　　所在地
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
共同受託者（乙）　　所在地　　福岡市中央区六本松４丁目２番５号
名　称　　福岡県弁護士会
代表者　　会長　　　　　　　　　　　　　　印
共同受託者（丙）　　所在地　　福岡市博多区博多駅前３丁目９番１２号
名　称　　公益社団法人福岡県社会福祉士会
代表者　　代表理事　　　　　　  　　　　　印
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